様式第1号(第８条関係)
空き家解体補助金交付申請書
年　　月　　日　
　下妻市長　様
住　　所　　　　　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　　　
電話番号
E-mail

下妻市空き家解体補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり申請します。
なお、この申請に係る審査に当たり、市が市税等の納付状況や暴力団員等でないことについて、関係機関に調査、照会等をし、現地調査その他必要な調査（不良住宅の判定を含む。）を行うことに同意します。
記

	所　在　地
	下妻市

	区　　　分
	□戸建住宅　　□併用住宅

	延べ床面積
	　　　　　㎡（併用住宅の場合の住居部分　　　　　㎡）

	空き家の状況
	□１年以上居住その他の用に供されていない
□所有者等の死亡後、居住その他の用に供されていない

	申請区分(第４条関係)
	□所有者　　□相続人　　□敷地を取得し、又は借りた者
□借地権の返還を受けた者　　□不在者財産管理人等

	共有名義又は相続人の有無
	□  無　　□  有



	施工業者名
	
	代表者名
	

	所在地
	
	電話番号
	

	許可/登録
	□建設業許可(　　　　　)　　□解体工事業登録(　　　　　)

	工事予定
	着手　　　　年　　月　　日 ／ 完了　　　　年　　月　　日

	補助対象経費(見込み)
	金　　　　　　　　円
	交付申請額
	金　　　　　　　　円


※交付申請額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満切捨て）とし、３０万円を限度とします。

１　跡地の利活用について（該当する項目にレ印を付してください。）
解体後に	□売買、贈与又は賃貸の契約
□宅建業者との媒介契約
□借地権の返還又は譲渡の契約
□公共的利用に供する(事前相談済)
【裏面に続く】

２　誓約事項（以下の事項を確認の上、レ印を付してください。）
□市税等を滞納していません。
□暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含む。）と認められる者に該当しません。
□過去に下妻市空き家解体補助金（以下「補助金」という。）の交付を受けたことはありません。
□補助金の交付の対象となる経費について、国又は地方公共団体が実施する同種の補助制度による補助金等の交付を受けておらず、今後もその予定はありません。
□市が補助金の不交付、交付の決定の取消し、返還の命令その他の措置を行った場合、異議を申し立てず、市に対し損害賠償その他一切の請求をしません。

３　添付書類（第８条関係）
□位置図
□配置図（敷地図）
□建物平面図
□補助対象空き家の写真
□補助対象経費の見積書（内訳が明記されているもの）
□（契約済の場合）補助対象工事に係る契約書の写し
□補助対象空き家の所有者が分かる書類
□（共有名義の場合）全ての共有者から当該空き家の解体について同意を得たことが分かる書類
□（相続人が複数の場合）全ての相続人から当該空き家の解体について同意を得たことが分かる書類
□（補助対象空き家の敷地の所有権等を取得した場合）当該敷地の所有権、賃借権等を取得したことが分かる書類
□補助対象空き家の所有者から当該空き家の解体について同意を得たことが分かる書類
□（借地権の返還を受けた場合）借地権の返還を受けたことが分かる書類
□補助対象空き家の所有者から当該空き家の解体について同意を得たことが分かる書類
□（不在者財産管理人等の場合）補助対象空き家を処分する権限を有することが分かる書類
□（跡地について流通等を目的とした措置の予定がある場合）宅地建物取引業者との媒介契約の締結その他の予定が分ける書類
□その他(　　　　　　　　　　　　　)
